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はじめに

2011年に起きた東日本大震災、タイ洪水は、被

災地で生産される部品が世界の自動車工場で利用

されており、部品供給が滞ると多くの工場が操業

停止に追い込まれることを、我々に気付かせてく

れた。自動車はグローパル ・サプライチェーンの

ネットワークに支えられ生産されていたのである。

本稿では、製造業のグローノTノレ生産、部品調達、

ロジスティクスに関する意思決定に影響を及ぽす

要因を確認し、日系自動車メーカーのサプライチ

ェーン発展のプロセスを概観する。その上で、今

後さらに進むであろうサプライチェーンの国際展

開を踏まえ、どのような政策的対応が必要か、考

察してみたい。

製造業のグローバル生産、部品調達、 d遜F
ロジステイクス ヨ，戸市 F

新興国市場の成長が見込まれている中で、各国

の製造業はグローパjレ展開をさらに加速している

が、製造業はグローパjレ生産の戦略、すなわち、

どの市場を重要と考え、どのような製品を投入す

るか、そして同製品をどこで生産するか、を意思

決定しなければならない(図1)。その決定には、

FTA' EPAなどの二国間 ・多国間の経済協定、進

出する国の市場の将来性、産業政策、交通インフ

ラ整備状況、物流政策などが影響を及ぼす。

次に、 工場の進出を前提として、どのように部

品調達先を選択し(あるいは取引のある部品メ ー

カーに進出を促し)、どのように部品調達ロジステ

ィクスを構築するか、を決めることになる。それ

らの意思決定は相Jiに影響しあっている。多くの

制約条件下で、短期最適な組み合わせを選択する

ことになる。

さらに、部品調達先の確保しやすさ、ロジステ

イクスの拡張しやすさは、より中長期的な意思決

定である工場の拡張(移転 ・縮小を含む)の決定

に影響を及ぼしている(図lに破線で示すフィード

ノTック)。例えば、多くの生産拠点を抱える自動車

メーカーでは、定期的な率積ごとのモデルチェン

ジに合わせ、どとの工場で、生産する車種を増やし、

また生産台数を増やすか、などの意思決定を行う

ことになる。さらに、そのような新しいグローパ
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図1 グローバル生産、調達、ロジスティクスに関する意思決定

輸送費が高いので、基本的に販売国で生産するの

が有利となる。ただ、自動車専用船の開発により

輸送費は安くなっており、他の経済的条件の相対

的な影響力は高まっている。

クルーグマン、藤田は生産と輸送における規模

の経済性に着目し最適な生産方法を検討するとと

もに、産業集中化の必然性を説いた。具体的には、

製品あたりの生産費と各消費市場までの輸送費の

関係から、どこにどの程度の規模の工場を立地さ

せるべきかを示した(クルーグマン (1994))。自

動車も生産における規模の経済性が大きく。、1つの

組立工場で最低年間10万台程度を生産すtる乙とが

望まれる。当該国の市場規模が小さければ十他 自

でまとめて生産し輸送するのが有利となる。

さらに、，個別に規模の経済を享受する多くの企

業が立地し、ヒト ・モノ ・カネ ・情報の「広い意

味での輸送費J~ が逓減することにより、 . 経済活動

の空間的な集積が生まれ、それが企桑の立地を促

すこと(いわゆる集積の経済)を明ちかにした
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ル生産の戦略策定の機会をとらえて部品調達先、

ロジスティクスを見直すことになる。この様にし

て、徐々に長期最適な仕組みに変えていく乙とが

可能となる。

各国政府も製造業の誘致に成功したとしても、

そこで生産を続けてもらえる保証はない。多国籍

企業は常に適地での生産を心がけており、都合が

良いと判断していた条件がなくなれば生産は打ち

切られることになる。各国政府は多国籍企業のニ

ーズを捉え、どのような経済協定、物流政策など

が評価されるかを検討し、その結果を次期政策の

決定に反映していくこと(図のフィードパック)

が必要となる(根本他 (2010))。

なお、これら製造業の行動により、アジアにお

ける国際分業はさらに深化・複雑化している。特

にアジア域内で部品を相互に調達し合いながら一

貫生産を行う工程間分業の進展に伴い、サプライ

チェーンのネットワークが発達した。乙の間}こア

ジアは製造業付加価値額でEUを上回り二世界最大

の生産地域となっている。
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図2 自動車産業のグローパル・サプライチェーン

なかった。80年代以降、円高、貿易摩擦の緩和の

ために、アメリカなど先進国でも生産を開始して

いる。

なお、現在ではFTA. EPAの進展により完成

車 ・部品の関税が下がり、集積の経済を活かしつ

つ生産拠点の集約化を進めている。例えば、タ

イ ・バンコク、中国 ・広州などでは自動車メーカ

ー、部品メーカーの集積が進み、ほとんεの部品

を進出園、あるいは隣接国から調達できるように

なってきた。アジア、 北米では域内から調達でき

る部品の割合は8割から9割を超えている。

ASEANでは、エコカーを生産する工場を税制面

で優遇する「エコカ一政策」が功を奏し、バンコ

ク大都市圏での集積が著しい。図3に示すように、

洪水のあった2011年でもタイでは生産した146万

台の半分弱を輪出するに至っている (ThaiJand

Automotive Institute (2012))。なお、最新の情報

では2012年は前年比68%増の245万台を生産した

ようである。まさに「アジアのデトロイ 卜jにな

りつつある。

90年代以降、囲内工場が見直され、九州|・東北

地域で自動車工場が新設された。これは、拡大す

る世界販売に海外工場の生産能力拡大が追いつか

なかったととがきっかけとなっているが、東.海 ・

関東地域への工場集中による災害リスクを分散す

るため、さらに、労働力を確保し生産効率の高い

工場(海外進出の際にモデルとなるマザー工場)

を新設するためでもあった。
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図3 アセアンにおける自動車生産 ・販売台数 (2011年)
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f単一アジア交通地域」形成のための 家
アジア共通物流政策 『こす I ，.. 

自動車メーカーなど製造業は、効率的なグロー

パjレ・サプライチェーンの構築を目指しており、

フオワーダーなど物流事業者は、それら荷主のニ

ーズに応えるロジステイクス ・サービスを提供す

べく努力している。前述したように、各国の交通

インフラ、物流政策などはそれら民間部門の活動

に大きな影響を及ぼすことになる。さらに、サプ

ライチェーンがアジア全体に広がり、国をまたが

るドア ・トゥ ・ドアのシームレスなインターモー

ダル輸送サーピスの提供が求められる中では、各

国政府の物流政策が整合的であることが望まれる。

例えば、使用できるコンテナ、シャーシが国毎に

異なれば、国境での積み替えが必要になる。アジ

ア共通物流政策が必要な所以である。
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27カ国に拡大したEUでは広域で生産拠点、物流

拠点の再編が進み、国際物流最も増加したため、

「単一敵州交通地域 (SingleEuropean Transport 

Area) Jの形成を目指すこととした(欧州委員会

(2011) )。同概念では、輸送モード問、国間に残っ

ている障害を取り除き、国際物流事業者間の健全

な競争を促し、輸送モード間の適切な連携・分担

関係を確立するととを目指している。

具体的には、 EU補助金も活用し汎猷州交通網と

いう国際交通インフラを盤備し、環境外部不経済

(混雑、大気汚染など)を価格に反映させ道路貨物

輸送を他モード(鉄道、内陸水運、近海水運)に

シフトすること、規制・諸手続の国際標準化を進

めるとともに電子化・シングルウインドウ化する

こと、港湾財政を透明化し港湾問の公正な競争を

阻害する政府補助金を撤廃することなどがうたわ

れている。また、数値目標として2030年までに

300kmを超える道路貨物輸送の30%を (2050年ま

でに50%を)、他モードにシフトするととを掲げて

pる。

アジアにおいても国際交通インフラの整備、規

制・諸手続の標準化などが必要である。まず、国

際交通インフラの整備。その中でも、これまで各

国が単独で整備できた国際港湾・空港に加え、陸

上輸送を担う国際道路網・鉄道網を各国が連携し

て整備する必要がある。国連アジア太平洋経済社

会委員会 (ESCAP) はアジアハイウェイ、アジア

横断鉄道を認定しているが、日本、中国などによ

る2国間援助で国際道路網の整備が徐々に進んでき

た。鉄道網を含め、その整備を加速させる必要が

ある。

なお、 ASEANで自動車・部品の生産拠点となっ

ている各国首都聞の輸送は依然として時間のかか

る外航海運に頼っている。高付加価値部品の輸送

や緊急輸送のために、陸上輸送手段の確保が望ま

れている。コンテナ・シャーシ・トラック・運輸

事業者の相互通行に関する規制、煩雑な越境・通

関手続きがサービス実現上の障害となってきたの

である。ただ、との面でもアジア開発銀行 (ADB)
の主導により二国問、多国間の合意が形成され改

普が図られつつある(黒田他 (2010))。例えば、

ベトナム ・ラオス問、タイ・ラオス問でふラ'ック

の相互通行が可能となったことを受け、日系物流

アジア共通物流政策

事業者がラオスに合弁会社を設立した。ラオス籍

のトラックならタイ・ベトナム間を一貫輸送する

ととができる。

アジアも単一アジア交通地域の形成に向け、ア

ジア共通物流政策の策定を目指すことが望まれる。

アジアには駄州委員会のような強力な行政組織は

存在しない。これまでESCAP、ADBなどが一定

の役割を果たしてきているが、今後さらに日中韓

物流大臣会合、東アジア地域包括的経済連携、日

ASEAN物流パートナーシップ、さらにAPEC(TPP) 

などの仕組みも活用し議論を深めていく必要があ

る。ちなみに、日中韓物流大臣会合ではシャーシ

の相互通行、物流情報システムの標準化などに関

し一定の成果を上げ始めている。

おわりに

平成25年夏の閣議決定を目指し、新しい総合物

流施策大綱の策定が進んでいる。第1に掲げたテー

マは、「グローパル ・サプライチェーンの深化に対

応させた物流の効率化」である。アジアに進出し

た製造業者が効率的なサプライチェーンの構築、

物流事業者が公正な競争、物流関連システムの標

準化を望んでおり、我が国政府にそのビジネス環

境の条件整備を要望している。かつての大綱では、

我が国港湾がアジアの港湾に負けない乙とを目標

としたが、とれからは欧州共通物流政策に見劣り

しないアジア共通物流政策を提案する乙とが求め

られている。その上で、アヲア共通物流政策との

整合を図るだめに、圏内に残る物流関連規制の見

直しが必要になる。
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